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計画提出書

月2022

NF3

t-CO2

t-CO2

1810

様式１

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

事業の概要

原油換算した

燃料・熱・電気の合計量

532 人

29,758.55

環 境 保 全 行 動

㎡
事
業
の
規
模

非エネルギー起源CO2

t-CO2

年

自 動 車 使 用 管 理

7 日25

SF6

住　所

自動車使用台数 12638

HFC

t-CO2

N2O

t-CO2

氏　名

条例第２３条（自動車使用管理計画） 　　第１項　　第２項

条例第１３条（環境保全行動計画）
提出根拠

t-CO2

  　第１項　　第３項

PFC

t-CO2

事業所

（宛先）札幌市長

63 協同組織金融業

kl

（代表者名）

策定しましたので、次のとおり提出します。

環 境 保 全 行 動

北海道信用金庫

従業員数

使用床面積

計 画 を
自 動 車 使 用 管 理

提出者

理事長　佐藤　信明

札幌市中央区南2条西3丁目15番地の1

060-0062

札幌市生活環境の確保に関する条例に基づき、

事業所数

温室効果ガス排出量
（二酸化炭素

　換算排出量）

台

780.1

その他

エネルギー起源CO2 メタン

t-CO2

年 31

環境保全行動

　　無）
備
考

環境マネジメントシステムの

別添のとおり

月

　　有（認証名

計画書
自動車使用管理

計画期間 日2022 4 年 31 日～

認証登録の有無及びその種類

2025 月



年 月 日 ～ 年 月 日

注 1

2
3

4

別添
環境保全行動計画書
自動車使用管理計画書

313

1,850.00 t-CO2 t-CO2

%

コピー用紙千枚

3

%

5300 千枚

１　基本的な方針

事業活動に伴う二酸化
炭素排出量の削減（電
気）

自動車使用に伴う二酸
化炭素排出量の削減

　当金庫はＣＳＲ（企業の社会的責任）の一環として、社会的課題である環境問題に貢献するため、事業
活動から生じる環境への負荷の低減に取り組みます。
　また、職員一人ひとりが環境問題に対し高い意識を持って行動し、環境へ配慮いたします。

%

目標数値

電気、ガス、灯油

【計画期間】

基準数値の
設定根拠

1790

数値 単位

113

法令の遵守 省エネ法、温対法

削減項目

　基準数値の設定根拠には、基準年等を記入してください。

%

　自動車使用管理計画策定義務を負う事業者は、自動車の使用に伴う二酸化炭素排出抑制
に関する目標を必ず設定してください。

　目標削減率は、基準数値（二酸化炭素排出量等）に対する削減率です。任意で設定して
ください。
　目標数値は、基準数値と目標削減率から算出してください。

基準数値

ｔ

―

3 %

3

目標
削減率

%

単位

ｔ

――― ―

2021年度実績

2021年度実績

2021年度実績5,466

116 ガソリン

２　行動目標

紙使用量の削減

142022

行動目標
数値

2025



各部店
機器設定を含め、基本操作の再
確認によるミスコピーの削減

OA機器等の電源OFFの徹底
（待機電力の削減）

各部店

両面コピーの徹底 各部店

全員

行動計画 責任部課 2022

各部店

実行部課 年度

３　行動計画

行動
目標

2023 年度2024年度

クールビズ・ウォームビズの実
施により、空調温度管理の徹底

トイレ・給湯室・業務用EVホール
等、不在箇所の消灯を徹底

全員

各部店

アイドリングストップの励行

移動手段として、公共交通機関
の積極的な利用の推進

各部店

全員

全員

全員

各部店 全員

全員

全員

各部店

ミスコピーの裏面活用 各部店 全員

自
動
車
使
用
に
伴
う

二
酸
化
炭
素
排
出
量

の
削
減

紙
使
用
量
の
削
減

ＥＶのある施設では、近階への
移動は極力階段を使用する

事
業
活
動
に
伴
う
二

酸
化
炭
素
排
出
量
の

削
減



４　環境保全に係る実施組織体制

５　その他（環境保全活動の取り組み等）

最高責任者：理事長

○金庫全体の取りまとめ

周知・啓蒙

～経営企画部

○本支店の使用実績集計

固定資産等に係る対応

関連商品の立案

～事務集中部

本 部

各施策の実施

各部長

本支店長

（指示・伝達）

（報告）
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